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イベント概要 

 

[企業名]  株式会社アイティフォー 

 

[企業 ID]  4743 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会  

 

[イベント名]  2026 年 3 月期 決算説明会 

 

[決算期]  2026 年度 通期 

 

[日程]   2026 年 5 月 14 日  

 

[時間]   16:00 – 16:58 

（合計：58 分、登壇：45 分、質疑応答：13 分） 

 

[開催場所]  株式会社アイティフォー会議室およびインターネット配信 

 

[登壇者]  5 名 

代表取締役社⻑    坂田 幸司 （以下、坂田） 

取締役常務執行役員 事業本部⻑  大枝 博隆 （以下、大枝） 

取締役執行役員 管理本部⻑   中山 かつお（以下、中山） 

取締役執行役員 決済ビジネス事業部⻑ 河野 一典 （以下、河野） 

経営企画部     多田 大介 （以下、多田） 
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登壇 

 

多田：皆様、本日はお集まりいただきありがとうございます。司会を務めさせていただきます、株

式会社アイティフォー経営企画部の多田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

それではお時間となりましたので、株式会社アイティフォー2026 年 3 月期決算説明会を開催いた

します。今回は決算説明会会場の模様をライブ配信しております。ライブ映像をご視聴いただいて

いる皆様もどうぞよろしくお願いいたします。 

では、初めに、本日の登壇者をご紹介させていただきます。 

代表取締役社⻑、坂田幸司でございます。 

坂田：社⻑の坂田でございます。本日はよろしくお願い申し上げます。 

多田：取締役常務執行役員、事業本部⻑、大枝博隆でございます。 

大枝：営業を担当しています大枝でございます。よろしくお願いします。 

多田：取締役執行役員、管理本部⻑、中山かつおでございます。 

中山：管理本部を担当しております、中山でございます。よろしくお願いいたします。 

多田：取締役執行役員、決済ビジネス事業部⻑、河野一典でございます。 

河野：河野一典です。よろしくお願いします。 

多田：それでは、代表取締役社⻑の坂田より、2026 年 3 月期の決算および事業概況について説明

いたします。坂田社⻑、よろしくお願いいたします。 

坂田：はい。それでは、2026 年 3 月期決算説明会を始めさせていただきたいと思います。 
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まず、エグゼクティブサマリーです。環境面、業績、受注、資本配分ということで、簡単に説明さ

せていただきます。 

環境について、労働人口の減少を背景に人手不足による効率化需要が継続しています。AI の進

化、既存の SaaS モデルを再定義する変革期といえます。AI によって事業が侵されるのではないか

と、そういったニュースも出てまいりました。 

次に業績です。前期比では増収減益、ただし、営業利益は増益になっております。主力のフィナン

シャル、金融機関向けに加えて、公共事業はシステム標準化案件が多く、受注売上を実現できまし

て増加になっております。 

元々、持分法適用会社のアイセル社を M&A によりインオーガニック新規売上高目標の 10 億円、

期の途中でしたけど、10 億円寄与したということでございます。 

続いて受注です。受注高は前期を上回る、約 120%ということで着地できました。 

これは、ひとつは先ほど申し上げた通り、地方自治体のシステム標準化に加えて金融機関向け事業

も着実に案件が増加したということでございます。 

最後に資本配分ということで、ZenTech 社、これは AI のスタートアップ企業でございます。

MetCom 社は通信系の会社。WAmazing 社は、インバウンドソリューションをお持ちの会社でご

ざいます。こういった 3 社に出資をさせていただきました。 
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また、昨年 2025 年 11 月 13 日に、年間配当を 50 円から 80 円への増配を発表いたしました。も

うひとつ、今年 2 月 12 日に累進配当の方針を発表いたしました。 

 

アジェンダとして 3 つ、25 年度の業績の振り返り、第４次中期経営計画に対する進捗、26 年度の

業績見通しと、この 3 つのカテゴリーで説明いたします。 

 

まず、25 年度の業績です。 
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売上高は約 231 億円ということで、前期比 112.4%、ただし、業績予想に対しては 98.7%で若干足

らない結果となりました。 

営業利益は 38 億 5,800 万円ということで、前期比 109.2%、こちらも同様に、計画に対しては

94.1%にとどまってしまったというのが実態でございます。 

売上について補足させていただきますと、先ほど申し上げました自治体の標準化、アイセル社の

M&A による子会社化で前期よりは大きく伸びましたけれど、流通 EC、決済ビジネスの事業で一部

停滞しました。その分を、公共の標準化のところでリカバリーできると踏んでいましたが、公共の

事業の中で大手ベンダーの基幹システムが 26 年度にずれているというのが 7 つほど出てまいりま

した。当社はサブシステムですので、そこに引っ張られて、26 年度に期ずれが起こったというこ

とで、そのリカバリーが効かなかったというのが実態でございます。 

営業利益に関しては、粗利率が若干下がったということと、アウトラインも落ちてしまいました。

また、九州、大阪の事業所を大幅改装、移転しました。そういったところの費用も発生したという

こともあって、計画に対しては未達という結果になりました。 

 

次に、業績推移です。売上高、営業利益。先ほど申し上げた数字ですけれども、50 数年間の過去

最高を更新することができました。 
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営業利益分析です。2024 年度の営業利益が 35 億 3,200 万円、2025 年度が 38 億 5,800 万円であ

り、売上総利益が 9 億 2,000 万円上がっておりますが、そこに対して人財投資で約 1 億 1,000 万

円、これはベースアップ等を含めた人件費の高騰や、福利厚生等へも費やしております。 

そして開発費。これは未来のためのシステム開発ということで、システムエンハンス、新しいプロ

ダクトの開発です。 

社内設備投資は、九州および⻄日本事業所の移転、改装費で、働きやすい環境を作るための投資を

行いました。あとは、小さいですけれど、所沢ビルも改装しております。 

本社のこの 12 階は改装済みですが、加えて 2026 年度には、9 階、10 階の改装や、7 階の増床と

いったところも含めてやっていこうと考えております。 

ライセンスで約 1 億円。その結果で 38 億 5,800 万円にとどまってしまったということでございま

す。 
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セグメント別の実績ということで、売上高は右に数字を載せておりますが、売上高はシステム開発

で 118.6%、セグメント利益も 115%、リカーリングは売上高で 104.4%、セグメント利益で

103.9%となっております。 

上にコメントを書いておりますが、リカーリングは保守サービスの安定増に加えて、BPO も前年

並みの売上を計上と記載しています。BPO で利益が低いところが一部ありましたので、そういっ

たところの見直しも含めて 2025 年度で整理したとご理解いただければと思います。 
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受注高、受注残の推移ということで、2024 年度は少々停滞した部分がありましたが、順調に 25 年

度は回復いたしました。 

システム開発販売の受注高では、前期比 137.3%、受注残が 123.2%。リカーリングでは受注高は

99.8%と少し足りませんでした。受注残も 98.3%となりました。これは、先ほど申しあげました、

自治体の BPO で、不採算ではないのですが利益率が比較的低いところを、人材をもっと有効に、

利益が出るところに活用しようというような見直しを図ったということで、受注を見送った部分も

あり、そういった結果で前期比より少々落ち込んだということでございます。そうご理解いただけ

ればと思います。 
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分野別の売上高実績です。アイティフォーは 6 つの事業がございます。 

フィナンシャル、公共、流通 EC、CTI、通信、決済、この 6 つの事業を個別に説明させていただ

きたいと思います。 

フィナンシャルは堅実に、前年比 107.4%ということで推移しております。こちらは地銀、ノンバ

ンク限らず堅実に推移しております。 

新たにパッケージの開発も 2025 年度に進めましたので、26 年度も堅実に伸びていくと考えており

ます。 

公共事業は、標準化が堅調に推移しておりまして、26 年度も多くの自治体がまだまだ標準化がで

きていないというところがありますので、26 年度の受注売上、さらに、27 年度に向けても、この

標準化の需要というのは続くと考えております。 

流通 EC は、前期比大きく落ち込みました。大きな案件がなかったということと、後ほど説明しま

すけれど、新しい商材の事前開発、システム開発に従事したという部分もありまして、落ち込みま

した。ただ 26 年度はその準備が整ったので、増収の見込みをしております。 

CTI に関しては、128.6%ということで、CXone という NICE 社のプロダクトが順調に売上に貢献

しました。 
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通信システムは、前期比から若干落ち込みました。セキュリティ関係の納品が低迷しましたが、電

力会社から大きな受注をいただきました。電力会社は、1 社受注いただくと、他の電力会社もそこ

に倣うようなところがあると考えており、大きな可能性を 25 年度で作れたかなと考えておりま

す。 

決済システムも前期比よりも落ちております。新規の案件のクロージングが遅延したということ

と、端末メーカーの新商品のリリースが遅れてしまったということです。ただ、その分は受注には

繋がってきていますので、2026 年度に回復が見込めると考えております。 

その他の大きな要素としては、アイセル社を子会社化したということでご理解いただければと思い

ます。 

次にリカーリングです。BPO が 101.5%、保守と SaaS 等の利用料などで 106.8%ということでご

ざいます。 

BPO のところだけ簡単にご説明しますと、収益性の観点から受注を見送ったことが複数自治体で

ございました。ただ、ドミナント戦略による受注活動の効率化を図るとともにリソースを拡充して

おり、今後は規模の拡大と収益性の両方が実現できると考えていますので、これも順調な推移がで

きるかなと考えております。 

 

ROE、ROIC については、ROE が 13.88％、ROIC が 13.28％にとどまっております。これは売上・

利益が計画通りいかなかった点も関係して、このような数字で着地しております。 
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次に、FLY ON 2026 について。2026 年度は、第 4 次中計の最終年度になります。その進捗につい

てご説明に入りたいと思います。 

まず、過去にさかのぼって、今中計を整理しました。 

中計の 1 年目、24 年度は、成⻑に向けた基盤の整備、既存顧客との関係をより深化し、また、コ

コボイスや Agent Hub といった新商材の開発を実施しました。新規事業の芽出しが進み、次の成

⻑に向けたスタートラインに⽴つことができました。 

次に、昨年度、25 年度。成⻑加速に向けた助⾛段階ということで、既存事業のオーガニックな成

⻑に加えて、M&A により事業規模が拡大していきました。成⻑ドライバーの複線化の実績も積む

ことができたと、準備が整ったという年度だったと思っております。後ほどご説明しますが、デジ

タルプラットフォーム、キャッシュレスプラットフォームと記載しています。 

26 年度は、⾮連続成⻑の転換点だと考えております。複数の成⻑エンジンが同時に寄与すること

で、収益規模の⾮連続的な拡大を実現していきたいと、そのように考えております。 

右にグラフを描かせていただいております。205 億円、231 億円、280 億円という売上高につい

て、水色のところで 28 億円と約 1 割ありますが、この部分が、CVC や M&A などの新しい事業で

展開していきたいと考えております。 
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次に 3 つの成⻑ドライバーの複線化についてご説明します。1 つ目に既存事業の深耕と拡大、2 つ

目に外国人プラットフォームの構築、3 つ目に Growth Capital 構想として M&A 等を整理して取り

組んでいこうとしており、この 3 つが成⻑ドライバーになると考えております。 

 

ひとつずつ説明してまいりたいと思います。 
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既存事業については、当社には 47 都道府県に根差した盤石な顧客基盤があります。1 つの都道府

県で複数の事業が導入できている地域が 90%以上となっております。 

一番右に、ユーザー会と記載しております。当社はパッケージベンダーですので、1 つのパッケー

ジを複数のお客様が利用されています。そういったお客様に集まっていただいて、いろんなディス

カッションしていただいて、知恵をいただいて、パッケージを成⻑させるという取り組みをしてお

ります。 

ページ真ん中については、地方銀行の 7 割以上に当社のシステムをご利用いただいております。そ

ういったお客様の基盤に支えられており、さらに事業を成⻑させていこうと考えております。 

 

時計まわりに、お客様の業務を深く理解するということからご説明させていただきますと、営業や

システムエンジニアがお客様のニーズを掘り起こしたり業務を理解して、お客様と対等に会話でき

ること、そういったところが当社の強みです。お客様の要望をパッケージに取り入れて、パッケー

ジを成⻑させて、展開しています。 

導入後にお客様にどのような効果が出たかを双方で共有させていただいて、それをユーザー会など

でお話しいただいたり、情報交換をしていただいたりすることで、パッケージを成⻑させて、お客

様の業務も成⻑させていただく。そういったスパイラルを構築しております。 



 
 

 

 

 
14 

 

 

金融領域の顧客深耕について、先ほども 9 割以上の都道府県で複数事業を導入していると申し上げ

ました。現在、地方銀行に強いアイティフォーというイメージを持っていただいていると思いま

す。ただ、地方銀行は新聞などでも、再編や減少が進むという記事が増えており、現実として受け

止めないといけないと思っております。 

しかしながら下のグラフの通り、地銀数が 99 から 96 と徐々に減っている中で、当社システムの

ユーザー様は、少しずつですが右肩上がりとなっております。 

右に様々なパッケージを細かく描いています。これが当社の導入システムです。MICS2.0 とか

WELCOME とありますが、信用照会システムや、住宅ローンやカードローンを申し込むためのア

プリケーションのことです。真ん中の SCOPE というのは、お客様の審査を支援するような仕組み

です。 

そして、督促管理の CMS。さらに銀行の子会社にもある保証会社など向けの保証管理システム、

求償債権管理システム、そういったものを導入させていただいております。ひとつの銀行に対して

複数システムを提供できるというのは当社の強みです。アイティフォー1 社で、ワンストップで業

務を支援できるということです。また、入金約束受付の NYUS など、付帯的な商材も展開させて

いただいております。 
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次に、営業体制の強化についてです。25 年度は 2 事業部以上のクロスセル率が 91.5%、3 事業部

以上で 72.3%を達成しています。 

26 年度は 2 事業部以上を 95%に、3 事業部以上は 75%を目標とし、複数のパッケージシステムを

ご利用いただくことで成⻑を遂げていきたいと思っております。 

ページ右側の日本地図では、最大 6 つの導入プロダクト事業部数を濃い緑から示しております。

25 年度は、唯一の空白県だった高知県のお客様から受注をいただきまして、白色の都道府県がな

くなったということもお伝えしたいと思います。 
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アイティフォーは地銀だけなのかとよく質問をいただきますが、実は数字の内訳を調査してみる

と、グラフにありますように、地銀の売上高よりも、ノンバンクなど、銀行以外の数字のほうが大

きいというのも事実でございます。地銀にとどまらない分野でも成⻑できているとご理解いただけ

ればと思います。 

 

2025 年の実績としては、金融領域で 560 システム、270 ユーザーというのが実態でございます。 



 
 

 

 

 
17 

 

26 年度は、17 システム、6 ユーザーの新規導入を目指します。2030 年度には 650 システム、290

ユーザーまで持っていこうという計画を⽴てております。着実に進めていきたいと思っておりま

す。 

 

次に、公共です。公共はまだ空白都道府県がありまして、47 のうち 32 の都道府県にとどまってお

ります。まだまだ未導入の地域がございます。ただ自治体というのは都道府県内にひとつ実績がで

きれば、他の自治体へも広がりやすい傾向があります。チェーン展開ではドミナント戦略と言われ

ますが、当社もまずはひとつの実績を作って、そこから着実に増やしていこうという戦略を持って

います。 

例えば大阪府では、現在府内の 6 つの自治体と 12 の金融機関で当社システムをご利用いただいて

おりますが、初回受注から 3 年ほどで受託件数の増加が見られます。そういった戦略を継続してい

こうということでございます。 
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公共分野の拡大についてです。公共は、納税課と国保課を中心に営業活動をしてまいりました。こ

れをどんどん広げたいと考えておりまして、後期高齢課や介護課などのセクションで、システム需

要が増えてまいりましたので、そちらに広げております。 

もうひとつの戦略は、投資した Payke 社だとか WAmazing 社、バカン社が持つソリューションで

す。自治体に訪問させていただきますと、海外から多くの観光客に来てもらえるが、お金を使って

いかないという悩みをよくお聞きします。そういった点に対して、投資した先と提案することで、

一緒に取り組みをできないかと具体的な話を進めております。こういったところを事業化して、地

域の自治体へさらなる貢献ができるような展開を考えています。 

下の GIGABANK 社は、後ほど詳細を説明しますが、外国人就労者に対するアプリケーションを持

ったスタートアップです。こういったところも含めて、公共の事業拡大をしていきたいと考えてお

ります。 
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次に、決済ビジネス事業です。資料左側の通り、これまで、物理的な決済端末を販売して事業を拡

大しています。これはもちろん継続してまいります。 

ただ、皆様も飲食店などに行きますと、テーブルにタブレット端末が置いてあったり、自分の携帯

にアプリを入れて注文をすることがあると思います。そういったアプリ上での決済事業も並行して

展開してまいります。物理的な端末のみでなく、あわせてソフトの決済アプリの販売も 26 度から

積極的にやっていける土壌が作れたという状況になっております。 
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流通 EC 事業は、昨年から比べて売上高が半減したと冒頭にご説明しましたが、25 年度で、いく

つかのアプリケーションの開発が完了しております。 

ひとつは、百貨店や専門店に行くと、POS に決済端末がひっついているようなものがよくあると

思います。こういったものが、スマホや、さきほど説明した決済端末を持って、ケーブルレスで自

由に移動して、そこで決済できるものを開発いたしました。そういった展開ができる土台が作れま

した。 

もうひとつは、ITFOReC という EC サイトの構築で、請負開発をして、オンプレで販売する、も

しくはうちのクラウドの仕組みの中に入れてご利用いただくというビジネスモデルから、Shopify

という世界標準の SaaS 型 EC プラットフォームベンダーと一緒に組んで、百貨店へ展開していこ

うということで、今月ファーストユーザーが稼働する予定でおります。 

これは単なる EC ショッピングだけではなくて、百貨店などのギフトも、このアプリケーションで

オンラインでも、店頭でもその場で申し込みができるような商材の開発が完了いたしました。こち

らも今月から稼働予定になっております。 
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次に通信事業。こちらはセキュリティで少し苦戦したということを冒頭説明いたしましたが、電力

会社向け IP 対応については、ある地域の電力会社で受注をいただきましたので、その実績をもと

に、他地域の電力会社に横展開できる目処が⽴ってまいりました。 

現在、まだ残っているアナログ装置を IP 変換する Megaplex という商材を当社は販売しています

が、今後は、そういったアナログ装置もどんどん減っていって、下に記載の PON、パッシブ光ネ

ットワークの比重が増えてくる見込みです。そういったところも先行して手がけているとご理解い

ただければと思います。Megaplex の需要が減っていくことも想定しながら、PON 事業にも先駆け

て着手しているということでございます。 

ただ、こういったアナログ措置はすぐなくなるわけではなく、2035 年ぐらいまでは残ると予想さ

れますので、需要はまだまだ続くというふうに考えております。ですが先手を打って、パッシブ光

ネットワークといった事業も手がけているとご理解いただければと思います。 
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こちらは、自社プロダクトのデジシェア、ココボイスです。デジシェアは遺言書などをデジタル化

して、万一があったときに家族にデータのキーを渡すといった商材です。これも、26 年度受注 6

件という目標を掲げて展開しています。こちらは銀行さんと一緒に組んで展開してまいります。 

ココボイスは 25 年度にやっと導入実績ができまして、今 4 社活用いただいていており、PoC が 5

社となりました。これも広がりの可能性が十分出てきたという状況でございます。 
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次に Pay コレクトです。こちらは、督促業務において、クレジット会社のお客様への入金案内か

ら支払までを自動的にできるようなスマホアプリです。開発も完了しており、2 社に受注内定をい

ただきました。 

右側が Agent Hub です。弁護士事務所や司法書士へクレジット会社さんが調査を依頼するとき

に、FAX だとか紙だとか個別のフォーマットで連携しています。それを当社の作る標準フォーマ

ットによって連携のハブとなり、クレジット会社と複数の弁護士事務所や司法書士を結ぶような仕

組みを構築しました。 

こちらも、導入が 25 年度に決まり、広がりの可能性を構築できております。 

 

これまでも AI 関連の投資をしてまいりましたが、2026 年度は AI 実装元年として、検討も PoC も

終わり、実装に入っていけると考えております。当社の強みの債権管理システムや、審査システム

などに蓄えられたデータをもとにどう運用すべきか、データをどう活用すべきかといったところ

を、既存のお客様と一緒に取り組むことが決定していますので、そこで実績が出れば横展開できる

と考えております。 

AI 技術者は、スタートアップ企業にも多くいます。当社はそこと争うわけではなくて、これだけ

のお客様へ、これだけのパッケージを導入していることで蓄えられたノウハウとデータを活用し

て、成果を出すことで差別化をしていきたいと考えております。 
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次に、事業戦略。M&A、CVC の状況を記載しています。自前から共創、共に創るといった方向へ

舵を切りました。もちろん自前で開発していくパッケージもありますが。24 年度からバカン社、 

Payke 社、ZenTech 社。ZenTech 社は AI の開発を一緒にしています。さらにアイセル社。こちら

は持分法適用会社を、子会社化いたしました。下に行きまして、MetCom 社、 WAmazing 社、

GIGABANK 社と出資を継続しております。26 年度も継続してまいります。 

特に、バカン社、Payke 社、MetCom 社、 WAmazing 社、GIGABANK 社は、インバウンド旅行者

や外国人就労者向けのアプリケーションをお持ちですので、それらを繋げて、色々な課題解決に貢

献していくことができると考えております。 



 
 

 

 

 
25 

 

 

先ほどインバウンド旅行者、外国人就労者について述べました。国の発表によりますと、インバウ

ンドの旅行者は 2024 年では 3,687 万人で、2030 年の国が掲げる目標値は 6,000 万人ということ

です。昨今、中国からの旅行者が減ったというようなニュースもあります。それでも、自治体や地

方銀行のお客様において、韓国や台湾、欧米からの旅行者が結構増えていますという話も出てお

り、もちろん中国人観光客の減少は痛手の部分もあると思いますが、傾向としては増えると考えて

おります。 

外国人就労者も、日本人就労者の不足の影響もあり、増えています。こういったところでニーズは

どんどん増えていくと考えております。このように分⺟が増えるという前提で、市場を開拓してい

きたいと考えております。 
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ひとつは WAmazing 社。外国人プラットフォームということで、元々はスキーなど、訪日旅行者

向けのパッケージを強みにしている会社ですが、今年 11 月の法改正に向けて、免税 EC に関する

アプリケーションを持っています。そういったところのアプリケーションを当社と一緒に事業開拓

することで、強みを出していきたいと考えております。 
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次に GIGABANK 社。外国人就労者が日本で口座を作ったり、クレジットカードを作ったりするた

めには、大変な手間がかかっているようです。そういったところを、GIGABANK 社と一緒に、当

社の顧客基盤の地方銀行にセールスしていくことで、開拓していこうとしております。そして、外

国人の方が日本で速やかに働けるような環境作りの手助けをしていきたいと考えております。 

 

このように、アイティフォーと一緒に、Payke 社、バカン社、MetCom 社、WAmazing 社、

GIGABANK 社といったスタートアップと一緒になって、AI も含めて取り組んでいきたいと考えて

おります。 
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もうひとつ、Growth Capital 構想ということで、様々な投資を継続してまいります。 

当社は 2033 年構想である「HIGH FIVE2033」で、2033 年度の売上高が 700 億円という目標を掲

げました。そのうち 280 億円は新規の事業と掲げており、そのための準備をしっかり整えていき

たいと考えております。 
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M&A 投資を仕組み化して、再現性のある⾮連続なインオーガニック成⻑を実現するための投資・

新規事業の専門チーム、もしくは会社を設⽴しようと考えております。 

案件創出の安定化を図るべく、分⺟を増やしたいと考えております。また、せっかく投資をするな

ら、当社とシナジーを出して成功確率を上げ、さらにはアイティフォー内部でナレッジを資産化し

ていきたいと思っています。 

続いて再現性の確保、PMI の実行、投資後の事業開発と記載しております。スタートアップ企業の

中には資金力が乏しいところもありますので、当社がシステム投資したり、開発投資したりと、手

助けをして、お互いに成⻑できるような土台を作るためチームを設⽴する。6 月もしくは 7 月頃に

はそういった詳細を発表したいと考えております。 

M&A、CVC を中心に、そういったチームを構築するということでございます。 

 

もう一つ人財戦略のところで、個人株主の皆様から質問をいただくことがあるので整理してみまし

た。売上高の増加に対して、エンジニア人員は足りていますか、とよく質問されます。 

当社は、26 年度 4 月 1 日付けでエンジニアが 64 名、営業を入れると 73 名採用できております。

採用数も成⻑を見越して計画しており、この売上目標というのは決して無理な数字ではないと考え

ております。 

チームですので、プロジェクトマネージメントも大事です。PMP という世界的なマネジメント資

格について、全体の 2 割は資格取得者としていこうという目標に到達しております。これも継続的
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に社員に勉強してもらい、資格取得者を増やし、プロジェクト推進に力強さやスピード感を持って

いこうと考えております。 

また、AI 人財の育成ということで、今まで検討や PoC に取り組んでまいりましたが、今後は AI 専

門人財や、もしくは全員が基本スキルは当たり前というよう状況に持っていけるように仕向けてい

きたいと、そんなふうに考えております。 

 

マルチタスク人財の育成について。これまでは、金融は金融専門の営業、流通は流通の専門営業が

同じ地域でそれぞれ活動をしていましたが、九州地区で公共、CTI、金融、この 3 つを中心に、地

域内で 1 人の営業担当が複数事業を提案するという形で、この 2 年やってまいりました。この 2

年で各営業が成⻑して、公共をやりながら金融、金融をやりながら CTI も提案するなど、いろんな

事業をセールスできるようになってきました。 

それによって、機会損失減少、顧客との関係強化、対応スピードのアップということで、お客様か

らの幅広いご要望に対応できる体制ができてまいりました。これを土台にして、今は、九州だけで

すが、大阪地区にも、26 年度もしくは 27 年度初めには展開していきたいと考えております。 

開発部門も、今までは営業と同じように専門領域に特化したエンジニアでしたが、複数のプロダク

トができるように、25 年度に様々なチャレンジをしてもらい、成果が出るようになってまいりま

した。 
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ですから、いろんな波があったりしますが、各エンジニアが幅広く助け合えるような体制でプロジ

ェクトの柔軟性、スキルの共有、対応力のアップというところに持っていけるような土台ができた

と考えております。 

 

先ほど申し上げました AI 人財育成、AI の活用に加え、リスキリングということで、先ほど PMP

についても述べましたが、そういった資格取得支援の拡充。下には、育児職場応援手当ということ

で、育休だとか産休を取られる方の周りの従業員の皆さんに手当を出して、快く休んでもらおうと

いった制度。さらに、副業も昨年 10 月 1 日付けで解禁しました。 

ES 向上ということで、色々な取り組みをしております。先ほど申し上げたココボイスというアプ

リケーションを活用しながら、社員の声を聞くようにしています。右下にありますけど、新卒入社

3 年後までの定着率が当社は 93%でございます。 

新聞などでは、よく、企業様の中では 3 年以内に 3 割ぐらいの方が辞めるという企業も多くあると

いう記事が出ている中で、当社は高い定着率を維持しています。もちろん 100%がベストですが、

93%と、この 4 年ほどを遡っても、90%以上を常に維持しています。 
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当社、様々な取り組みをしている中でもうひとつ、これはビジネスになるか、今試行をしています

が、12 階のこのテラスにいろんな野菜を植えていて、それを AI や IT を使って、土の温度測定や

水を自動的にやるだとか、そういった試みをしています。農業の手助けとして、ビジネスにできな

いかなというのを検討しています。 

こちらも 26 年度に、新しい事業として取り組んでいきたいと考えております。 
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企業価値向上戦略ということで、小学生のプログラミング大会に協賛させていただいています。 

もう一つは右にありますが、全国 20 の都道府県へ自治体の BPO を提供しています。そこで約

1,000 人強の雇用を創出し、地域の雇用創出に貢献できているという形でございます。 

 

企業価値向上戦略のうち、IR 活動についてです。25 年度は決算説明会 2 回、統合報告書発行、投

資家面談は 50 件行いました。個人投資家説明会は 5 回実施しました。これは目標の数値そのもの

でございます。実績も伴ったということでございます。 

26 年度はということで、堅実にやってまいりますが、投資家面談は 60 件へ増やしていこうと。個

人投資家説明会も 5 回を 7 回にして、もうひとつ、香港だとか海外にも行って、そういった海外ロ

ードショウということで、何社かと面談させていただいて、株主数を増やしていこうと考えており

ます。 

右のグラフに 2022 年 3 月〜27 年 3 月の株主数を書かせていただいています。約 5 年で、元々

2022 年 3 月が 9,450 人だった株主が先々月 2026 年 3 月で 1 万 7,514 人ということで、約 1.8 倍

に増加しております。2027 年 3 月、1 年後にはこれを 2 万人まで持っていけるよう、色々な活動

をして株主数を増やしていきたいと考えております。 
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資本配分について、キャッシュをうまく活用しますと宣言させていただきました。株主還元、社内

投資、人財投資、既存事業投資、新規事業投資ということで、全体では 70.1%の進捗で最終年度の

今年度には 100%を超える進捗まで持っていけると考えております。 

特に新規事業投資のところは 87.4%という数字になっておりますが、ここは本当に有効であれば、

思い切った投資を。共創して事業シナジーを出せるような会社であれば積極的にやっていきたいな

と考えております。 
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株主還元についてです。2025 年 11 月 13 日に年間配当予想を 60 円から 80 円に修正を発表しまし

た。2 月 12 日に累進配当も発表させていただきました。結果、総還元性向と配当性向ともに

76.7%で着地しております。 

 

業績見通しです。中計で掲げた目標を変えずに、そのまま掲げております。 
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売上高 280 億円、営業利益 48 億円、ROE、ROIC15%といった形で目標を掲げて、今年度も邁進し

ていきたいと考えております。 

右のグラフにありますが、システム導入のために、お客様に年度予算を取っていただくことが多

く、Q1〜Q4 では Q4 のほうに大きく売上高が偏ってしまう傾向があります。26 年度も 27 年度も

この傾向は続くと思いますので、上期がちょっと寂しい数字に見えますけど、1 年間通していけ

ば、Q4 でちゃんとリカバリーできるという傾向であるということをご理解いただけたらと思いま

す。 

 

システム開発とリカーリングに分けて目標を設定しております。金融領域においてはパッケージの

更改案件が順調で、案件も増えております。公共事業は先ほどもご説明した標準化の導入が進みま

すので、堅実に伸ばしていけると考えております。 

先ほど、BPO で一部見送りをしたということを申し上げましたが、こちらも土台がしっかりでき

ましたので、受注増、増収ともに見込めると考えております。 

そして、システム開発・販売で受注高が 159 億円、売上高 172 億円、リカーリングの受注高が

135 億円、売上高 107 億円、セグメント利益は 23 億円と、そういった内訳をもって全体の 280 億

円のアウトラインを達成していきたいと考えております。 
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株主還元です。配当性向 50%目標、総還元性向 70%以上、累進配当、この 3 つはお約束させてい

ただきます。 

今、この計画でいきますと、配当性向 50%は確実達成できると。総還元性向に関しては、70%に未

達の部分に関しては配当で還元すべきか、他の手段を含め速やかに検討して、また発表させていた

だきたいと考えております。 

⻑い時間になりましたが、以上でございます。 

本日はありがとうございました。 
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【注意事項】 

 本資料に記載の内容は、フェア・ディスクロージャー・ルールの観点から、株式会社アイティフォー 

2026 年 3 月期決算説明会の説明をもとに、当社の文責により趣旨を要約（順序不同・補足・補正）したもの

です。その情報の正確性・完全性を保証するものではなく、今後予告なく変更される可能性があります。な

お、本資料に記載されている業績見通しや将来予測などに関する記述は、当社が開催時に入手していた情報

および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を約束する趣旨のものではありませ

ん。また、実際の業績は経済情勢等、様々な不確定要因によりこれらの予想数値と異なる場合があります。 

 


